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鳥取県

鳥取県がん対策推進条例とは？

がんは県民の死亡の最大の原因であり、県民の健康及び生命に
とって重大な問題となっています。
国は、平成１９年４月に「がん対策基本法」を施行し、がん対

策を総合的かつ計画的に推進することとしています。
本県では、「がん対策基本法」の趣旨にのっとり、がん対策の

基本となる事項等を定め、総合的ながん対策を推進することを目
的として、平成２２年６月に議員提案により「鳥取県がん対策推
進条例」が制定されました。

鳥取県がん対策推進条例とは？

がんは県民の死亡の最大の原因であり、県民の健康及び生命に
とって重大な問題となっています。
国は、平成１９年４月に「がん対策基本法」を施行し、がん対

策を総合的かつ計画的に推進することとしています。
本県では、「がん対策基本法」の趣旨にのっとり、がん対策の

基本となる事項等を定め、総合的ながん対策を推進することを目
的として、平成２２年６月に議員提案により「鳥取県がん対策推
進条例」が制定されました。

～～ 健康長寿の鳥取県を目指して健康長寿の鳥取県を目指して ～～
げんきトリピー

がんを知り・がんと向き合うがんを知り・がんと向き合う



鳥取県がん死亡者数の推移
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がんによる死亡者は、
年々増加しています。

人

Ｈ

1,004名

1,928名
1,928人
（29.1％）

心疾患
1,078人
(16.2％)

脳血管
疾患

716人
(10.8％)

肺炎
614人
(9.3％)

不慮の事故
228人
(3.4％)

その他
1,615人

(24.3％)
自殺
150人
(2.3％)

老衰
307人
(4.6％)

鳥取県死因別割合（平成21年）

がんは
死因の
第１位

鳥取県のがんの状況

これまでの国や鳥取県の取り組み

がんによる死亡は、国においては、昭和５６年から死因の第１位
年間３０万人以上の国民が亡くなっている
厚生労働省の推計によると、生涯のうちにがんにかかる可能性は、男性の２人に１人、女性の３人に１人

鳥取県においても、がん死亡は、昭和５７年以降死因の第１位。
県民の生命や生活の質を脅かす重大な問題

平成１９年４月１日「がん対策基本法」施行
平成１９年度から２３年度までの「がん対策推進基本計画」を策定

※がん対策基本法により、都道府県にがん対策推進計画の策定が義務付けられました。

国は、がん対策を推進するため、

県においても、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図り、
がん患者を含めた県民ががんを知り、がんと向き合い、健康長寿の鳥取県を目指す

「鳥取県がん対策推進計画」を平成２０年４月に策定

県では、この計画の実現のため、市町村、医療保険者、がん診療連携拠点病院、がん診療を行う
医療機関、がん患者、民間企業等と連携し、がん対策の推進に取り組んでいます。

１ 放射線療法、化学療法の推進及び専門医師等の育成
１ 放射線療法、化学療法の推進及び専門医師等の育成

２ 治療の初期段階からの緩和ケアの実施
２ 治療の初期段階からの緩和ケアの実施

３ がん予防と早期発見の推進
３ がん予防と早期発見の推進

４ がん登録の推進
４ がん登録の推進

＜重点的に取り組むべき課題＞

がんは、死因の第１位で、死亡者数は年々増加しています。

出典：人口動態統計調査
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がん

鳥取県
全死亡者数

6,636人

国の動き

鳥取県の動き



③受動喫煙防止対策等を推進します。

県は、がん予防のため、禁煙に取り組もう

とする方への支援及び分煙、喫煙の制限等

による受動喫煙防止対策を推進します。

④がん医療の水準の向上に取り組みます。

県は、がん患者がその居住する地域にかかわらず等しくそ
のがんの状態に応じてがん医療を受けることができるように
するとともに、県民に質の高いがん医療を提供するための施
策を実施します。

⑤緩和ケアの充実を図ります。

県は、緩和ケアに関する専門的な知識及び技能を有する
医療従事者の育成など必要な施策を実施します。

⑥がん患者さんを支援します。

県は、がん患者の療養生活の質の維持向上及びがん患

者等の精神的な又は社会生活上の不安その他の負担の軽

減のため、必要な施策を実施します。

⑦がんについての県民運動を推進します。

県は、がん対策に関する県民の理解及び関心を深めるた

め、広報活動その他の必要な施策を講ずるほか、がん患者

又はがん患者であった方が、

がんになったことを理由として、

いかなる不利益な取扱いも受

けることのない社会の実現に

向けての気運が醸成されるよ

う、普及啓発その他必要な施

策を講じます。

①県、市町村、保健医療従事者、事業者、県民の責務を定め

ています。

県の責務

国、市町村、医療機関、その他の関係機関、がん患者

団体及び民間企業との連携を図りつつ、本県の地域の特

性に応じた施策を策定し、実施します。

市町村の責務

住民が積極的にがん検診を受けることができるよう必要

な施策の実施に努めます。

保健医療従事者の責務

県又は市町村が実施するがん対策に関する施策に協力

するよう努めます。

県民の責務

喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及ぼす

影響等がんの罹患の直接的又は間接的な

要因の排除のための正しい知識を持ち、常

にがんの予防に細心の注意を払うとともに、

積極的にがん検診を受けるよう努めます。

事業者の責務

従業員ががんを予防し、又は早期に発見することができ、

本人又はその家族ががん患者となった場合であっても働

きながら治療し、療養し、又は看護することができる環境

の整備に努めます。

② がんの予防及び早期発見を推進します。

県は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣・生活環境が
健康に及ぼす影響に関する啓発及び知識の普及を図るほか、
がん検診受診率向上のための施策を実施します。

鳥取県がん対策推進条例はこんな条例です鳥取県がん対策推進条例はこんな条例です

はじめる・続けるがん検診。

あなたとあなたの大切な家族のために
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（専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成及
び確保）

第10条 県は、手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携
わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育
成及び確保を図るため、必要な施策を講ずるものとする。

（がん医療の水準の向上）
第11条 県は、がん患者がその居住する地域にかかわらず等しくその
がんの状態に応じてがん医療を受けることができるようにするととも
に、県民に質の高いがん医療を提供するため、次に掲げる施策を
講ずるものとする。
(１) がん診療連携拠点病院の整備及び機能の強化の促進
(２) がん診療連携拠点病院相互間及びがん診療連携拠点病院と

その他の医療機関等との連携及び協力の推進
(３) 県内の医療機関と県外の医療機関との高度専門分野における

連携及び協力の推進
(４) 前３号に掲げるもののほか、県内におけるがん医療向上のため

に必要な施策
（がん登録の推進）
第12条 県は、がん医療の向上に資するため、がん登録（がん患者の
罹患、転帰その他の状況等を把握し、分析するための制度をいう。
以下同じ。）の推進その他の必要な施策を講ずるものとする。

２ 前項の施策を講ずるにあたっては、がん登録等により収集された
情報がその利用目的の達成に必要な範囲を超えて用いられること
がないようにする等がん患者に係る個人情報の保護が適切に講じら
れるようにしなければならない。

（緩和ケアの充実）
第13条 県は、緩和ケア（がん患者の身体的若しくは精神的な苦痛又
は社会生活上の不安の軽減等を目的とする医療、看護及びその他
の行為をいう。以下同じ。）の充実を図るため、次に掲げる施策を講
ずるものとする。
(１) 緩和ケアに関する専門的な知識及び技能を有する医療従事者

の育成
(２) 治療の初期の段階から緩和ケアを受けることができる体制づく

りの支援
(３) 在宅で適切な緩和ケアを受けることができる体制づくりの支援
(４) 緩和ケアに関する関係機関及び関係団体との連携の強化
(５) 前各号に掲げるもののほか、県内における緩和ケアの充実の

ために必要な施策
（がん患者等への支援）
第14条 県は、がん患者の療養生活の質の維持向上及びがん患者
等の精神的な又は社会生活上の不安その他の負担の軽減に資す
るため、次に掲げる施策を講ずるものとする。
(１) がん患者等に対する相談体制の充実
(２) がん患者等により構成される県内の民間団体が行うがん患者
の療養生活及びその家族の生活に対する活動の支援
(３) 前２号に掲げるもののほか、がん患者の療養生活の質の維持
向上及びがん患者等の精神的な又は社会生活上の不安その他の
負担軽減のために必要な施策

（県民運動）
第15条 県は、がん対策に関する県民の理解及び関心を深めるため、
広報活動その他の必要な施策を講ずるものとする。

２ 県は、がん患者又はがん患者であった者が、がんに罹患し、又は
罹患していたことを理由として、いかなる不利益な取扱いも受けるこ
とのない社会の実現に向けての気運が醸成されるよう、普及啓発
その他必要な施策を講ずるものとする。

附 則
（施行期日）
１ この条例は、公布の日から施行する。
（検討）
２ 知事は、この条例の施行後３年を経過したときは、条例の規定及び
その実施状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な見
直しを行うものとする。

（目的）
第１条 この条例は、がんが県民の疾病による死亡の最大の原因と

なっている等、県民の健康及び生命にとって重大な問題となって
いる現状にかんがみ、がん対策基本法（平成18年法律第98号）
の趣旨にのっとり、がんの予防及び早期発見を推進するための
体制の整備を図ることによりがんに罹患し、又はがんが重症化す
る者を減少させ、及び県民が質の高いがん医療を受けられること
により安心して療養生活を過ごすことができるよう、がん対策の
基本となる事項等を定め、がん対策を総合的に推進することを目
的とする。

（県の責務）
第２条 県は、第８条から第14条までに定めるがん対策に関し、国、

他の地方公共団体、医療機関その他の関係機関、がん患者等
（がん患者、その家族等をいう。以下同じ。）により構成される団
体その他の関係団体及び民間企業との連携を図りつつ、本県の
地域の特性に応じた施策を策定し、実施するものとする。

（市町村の責務）
第３条 市町村は、その住民が積極的にがん検診を受けることがで

きるよう必要な施策の実施に努めるものとする。
（保健医療従事者の責務）
第４条 がんの予防及びがん医療（科学的な知見に基づく適切なが

んに係る医療をいう。以下同じ。）に 従事する者は、県又は市町
村が実施するがん対策に関する施策に協力するよう努めるもの
とする。

（県民の責務）
第５条 県民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及

ぼす影響等がんの罹患の直接的又は 間接的な要因の排除の
ための正しい知識を持ち、常にがんの予防に細心の注意を払う
とともに、積極的にがん検診を受けるよう努めるものとする。

（事業者の責務）
第６条 事業者は、従業員ががんを予防し、又は早期に発見すること

ができ、本人又はその家族ががん患者となった場合であっても働
きながら治療し、療養し、又は看護することができる環境の整備
に努めるものとする。

２ 事業者は、県又は市町村が実施するがん対策に関する施策に協
力するよう努めるものとする。

（財政上の措置）
第７条 県は、がん対策を実施するため、必要な財政上の措置を講

ずるものとする。
（がんの予防及び早期発見の推進）
第８条 県は、がんの予防及び早期発見に資するため、次に掲げる

施策を講ずるものとする。
(１) 喫煙、食生活、運動その他の生活習慣及び生活環境が健康
に及ぼす影響に関する啓発及び知識の普及

(２) がん検診受診率向上のための施策
(３) 性別による特有のがん及びがんの発生しやすい年齢を考慮し
たがん予防に関する正しい知識の普及

(４) がん検診に携わる医療従事者の資質の向上を図るための研
修の機会の確保

(５) 事業所におけるがんの予防及び早期発見のための取組の支
援

(６) 高い予防効果が見込まれる予防接種の普及
(７) 禁煙に取り組もうとする者への支援及び分煙、喫煙の制限等
による受動喫煙防止対策の推進

(８) 前各号に掲げるもののほか、県内におけるがんの予防及び早
期発見のために必要な施策

（がん医療に関する情報の収集及び提供）
第９条 県は、がん医療に関する情報を収集し、がん対策に関する

施策に反映させるものとする。
２ 県は、がん診療連携拠点病院（厚生労働省が定める指針に基づ

き厚生労働大臣が指定する病院をいう。以下同じ。）その他の医
療機関が県民に対して行うがん医療に関する情報の提供の充実
のために必 要な施策を講ずるものとする。


